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株式会社 TENJIN SYSTEM CONSULTING の株式取得(連結子会社化)に関するお知らせ 

 

当社は、本日株式会社TENJIN SYSTEM CONSULTING（東京都文京区、代表取締役 馬場高

志、以下「TSC社」といいます。）の株式取得に関する契約を締結し、同社を連結子会社

としましたので、下記の通りお知らせします。 

 

記 

 

１．株式取得の理由 

同社は、大手システムベンダの優秀なプロジェクトマネージャーが独立後に立ち上げ 

たIT企業であり、各種の大規模webサービス開発・AIを活用したデータ分析・自動制御 

システム開発等、より新技術を活用したシステム導入プロジェクトの企画・立ち上げか 

ら進行管理・品質向上など、システムサービスの立ち上げに関する豊富なノウハウを有 

しています。 

同社のノウハウを活用することで、今後、当社が提供する ITソリューションにおける 

新分野への取り組みや、より多様かつ付加価値の高いサービス提供が可能となります。

また、昨年度に立ち上げた株式会社エンジニアファーム同様、独立後の優秀なエンジ 

ニア企業を支援することにより、当社グループ全体としてのエンジニア育成能力やリソ 

ース確保を行い、ブランド価値や企業価値の向上に努めてまいります。 

 

（１） 本株式取得の効果 

当社は、中期目標で事業規模の拡大と収益性の向上、継続的な成長を実現する事

業モデルの確立、企業価値の向上と株主還元を掲げており、具体的な施策として

M&A 及び企業提携を推進し販売面・機能面・人材面での組織編制を行う事を公表し

ております。 



今回の株式取得は当該施策を実現する一翼であり、更に、事業シナジー効果の高

い両社が手を組むことで、これまで相互に踏み込めていなかった新規領域や事業規

模の拡大に資するものと考えております。 

また今回の株式取得に先だって、TSC 社が取り組むプロジェクトに、当社グルー

プであるイメージ情報システム株式会社・株式会社エンジニアファームとも、それ

らが保有する開発力を生かして参加開始をしており、今後もこのような高い事業シ

ナジーを発揮しながら両社の成長を加速してまいります。 

 

（２） 取得費用及び契約における条件について 

① 普通株式：普通株式 101 株(議決権所有割合 50.5%(小数点第二位以下を四捨五入。

以下、議決権所有割合の計算において同じ。)を、TSC 社の既存株主から取得（以

下｢本株式取得｣といいます。） しました。 

 

 

２．移動する子会社の概要 

① 名 称 株式会社 TENJIN SYSTEM CONSULTING 

② 所 在 地 東京都文京区湯島３－20－６－1110 

③ 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役 馬場 高志 

④ 事 業 内 容 インターネットを利用した各種情報提供サ

ービスの開発 

⑤ 資 本 金 ２百万円 

⑥ 設 立 年 月 日 2024 年２月 

⑦ 大 株 主 馬場 高志 100% 

⑧ 上場会社と当該会社との間の関係 資本関係：記載すべき事項はありません 

 人的関係：記載すべき事項はありません 

 取引関係：ビジネスパートナーとして業務

委託契約が存在します 

⑨ 当該会社の最近 3 年間の経営成績

及び財政状態 

2024 年 5月期決算では事業開始から 2か月

の為、当該会社の経営成績及び財政状態に

つきましては、省略させていただきます。 

 

 

３．取得株式数及び所有株式の状況 

① 移 動 前 の 所 有 株 式 数 ０株 

② 取 得 株 式 数 101 株(普通株) 

③ 異 動 後 の 所 有 株 式 数 101 株(議決権所有割合：50.5%) 

※取得価額につきましては僅少であります。任意開示であり、相手先の要請により非開示

とさせていただきます。外部の専門家による株式価値評価及び法務・財務に関する調査の

結果等を合理的に勘案の上、当事者間の協議を経て決定しております。 

 



４．日程 

① 株 式 譲 渡 契 約 締 結 日 2025 年 4月 1日 

② 株 式 取 得 実 行 日 2025 年 4月 1日 

 

 

５．今後の見通し 

本件による当社グループの 2026 年 3月期の連結業績に与える影響については軽微で

あると考えておりますが、今後、開示すべき事項が発生した場合はすみやかに開示致

します。 

以上 


